
参考様式第１-36号                             （日本産業規格Ａ列

４） 

 

申 請 者 の 役 員 に 関 す る 誓 約 書 

 
 

 

 申請者の役員のうち、以下のものは、技能実習に関する業務の執行に直接的に関与する役員で

はありません。 

 

 

役員の氏名 

 

 

 

 

 

 

また、当該役員について、下表に掲げる外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護

に関する法律第 10 条第 12 号に定められている欠格事由に該当する者ではないことを確認しま

した。当該役員に対して、今後、欠格事由に該当するに至ったときは、直ちに上記申請者に申告

するとともに、役員の地位を退く必要があることを説明しています。 

 

 
          年    月     日  作成 

 

                  申請者の氏名又は名称 

 

                 作成責任者 役職・氏名              

 
 

 

  



○ 外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（平成 28年法律第 89号）（抄） 

（認定の欠格事由） 

第十条 次の各号のいずれかに該当する者は、第八条第一項の認定を受けることができない。 

一 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して

五年を経過しない者 

二 この法律の規定その他出入国若しくは労働に関する法律の規定（第四号に規定する規定を除く。）

であって政令で定めるもの又はこれらの規定に基づく命令の規定により、罰金の刑に処せられ、その

執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して五年を経過しない者 

三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）の規定（同法第五十

条（第二号に係る部分に限る。）及び第五十二条の規定を除く。）により、又は刑法（明治四十年法

律第四十五号）第二百四条、第二百六条、第二百八条、第二百八条の二、第二百二十二条若しくは第

二百四十七条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律（大正十五年法律第六十号）の罪を犯したこ

とにより、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算

して五年を経過しない者 

四 健康保険法（大正十一年法律第七十号）第二百八条、第二百十三条の二若しくは第二百十四条第一

項、船員保険法（昭和十四年法律第七十三号）第百五十六条、第百五十九条若しくは第百六十条第一

項、労働者災害補償保険法（昭和二十二年法律第五十号）第五十一条前段若しくは第五十四条第一項

（同法第五十一条前段の規定に係る部分に限る。）、厚生年金保険法（昭和二十九年法律第百十五号）

第百二条、第百三条の二若しくは第百四条第一項（同法第百二条又は第百三条の二の規定に係る部分

に限る。）、労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和四十四年法律第八十四号）第四十六条前

段若しくは第四十八条第一項（同法第四十六条前段の規定に係る部分に限る。）又は雇用保険法（昭

和四十九年法律第百十六号）第八十三条若しくは第八十六条（同法第八十三条の規定に係る部分に限

る。）の規定により、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった

日から起算して五年を経過しない者 

五 心身の故障により技能実習に関する業務を適正に行うことができない者として主務省令で定めるも

の 

六 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

七 第十六条第一項の規定により実習認定を取り消され、当該取消しの日から起算して五年を経過しな

い者 

八 第十六条第一項の規定により実習認定を取り消された者が法人である場合（同項第三号の規定によ

り実習認定を取り消された場合については、当該法人が第二号又は第四号に規定する者に該当するこ

ととなったことによる場合に限る。）において、当該取消しの処分を受ける原因となった事項が発生

した当時現に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取

締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。第十二

号、第二十五条第一項第五号及び第二十六条第五号において同じ。）であった者で、当該取消しの日

から起算して五年を経過しないもの 

九 第八条第一項の認定の申請の日前五年以内に出入国又は労働に関する法令に関し不正又は著しく不

当な行為をした者 

十 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第二条第六号に規定する暴力団員（以下この号に

おいて「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者（第十三号及び

第二十六条第六号において「暴力団員等」という。） 

十一 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者であって、その法定代理人が前各号又は

次号のいずれかに該当するもの 

十二 法人であって、その役員のうちに前各号のいずれかに該当する者があるもの 

十三 （略） 

 


